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漁業法８条１項で共同漁業を営む権利を持つ者が漁業者及び漁業従事者に限定されていることに関し、国土交通省及び毛利正二ら代理人に対し、それぞれ、条文説明要求書２を提出いたします。

「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本　一規

国土交通省に対する条文説明要求書２　

共同漁業権が漁協に属するとするならば、漁業法の次の条項をいかに説明するか？

(1)８条………河川漁協においては、漁業者・漁業従事者以外の「水産動植物の採捕又は養殖をする者」(以下、「採捕者」という)をも組合員に含めている(水産業協同組合法18条２項)が、漁業法８条１項においては、「漁業協同組合の組合員(漁業者又は漁業従事者であるものに限る。)であって……漁業権行使規則で規定する資格に該当するものは、……漁業を営む権利を有する」と、採捕者たる組合員は漁業行使権を有しないことを明確に規定している。

　　  共同漁業権が漁協に属するならば、漁業法８条の漁業行使権は社員権とするほかはないが、社員権であるならば組合員全員が持つはずであるのに、なぜ漁業法８条は採捕者たる組合員に漁業行使権を認めていないのか。

毛利正二ら代理人に対する条文説明要求書２　

共同漁業権が組合員集団の総有の権利とするならば、漁業法の次の条項をいかに説明するか？

(1)８条………河川漁協においては、漁業者・漁業従事者以外の「水産動植物の採捕又は養殖をする者」(以下、「採捕者」という)をも組合員に含めている(水産業協同組合法18条２項)が、漁業法８条１項においては、「漁業協同組合の組合員(漁業者又は漁業従事者であるものに限る。)であって……漁業権行使規則で規定する資格に該当するものは、……漁業を営む権利を有する」と、採捕者たる組合員は漁業行使権を有しないことを明確に規定している。

　　共同漁業権が組合員集団の総有の権利であるならば、漁業法８条の漁業行使権は組合員全員が持つはずであるのに、なぜ漁業法８条は採捕者たる組合員に漁業行使権を認めていないのか。

